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貸 借 対 照 表                                  

 

平成２１年３月３１日現在         （単位：百万円） 

資  産  の  部 負  債  の  部 

科   目 金   額 科   目 金   額 

  

流 動 資 産 ７，６７５ 流 動 負 債 ８，７７２ 

現 金 及 び 預 金 １３４ 支 払 手 形 １，７６７ 

受 取 手 形 ７８９ 買 掛 金 ２，７８３ 

売 掛 金 ３，４２２ 短 期 借 入 金 ３，３４７ 

商 品 １,９７９ 未      払       金 １２１ 

原 材 料 ９２   未 払 法 人 税 等 ８ 

仕 掛 品 ４４９ 未 払 費 用 １５４ 

未 着 品 １７３ 前    受       金 ２４ 

前 払 費 用 ２４ 預 り 金 ４１ 

短 期 貸 付 金 ２７１ 関 係 会 社 預 り 金 ５２７ 

繰 延 税 金 資 産 ５５   

未 収 消 費 税 等 ６９   

そ の 他  流 動 資 産 ２２２   

貸 倒 引 当 金 △３   

    

固 定 資 産 ６，１４５ 固 定 負 債 ２９６ 

有 形 固 定 資 産 ３，５９１   リ ー  ス  債 務  ８ 

建 物 及 び 付 属 設 備 １８７ 退 職 給 付 引 当 金 １９０ 

機 械 装 置 １２ 役員退職慰労引当金 ９８ 

車 両 運 搬 具 ６   

備 品 ６０ 

金 型 ９５ 

土 地 ３，２３０ 

負  債  合  計 ９，０６７ 

  純 資 産 の 部 

無 形 固 定 資 産 ２３９   

ソ フ ト ウ ェ ア ２３５ 株 主 資 本 ４，７５３ 

電 話 加 入 権 ３ 資 本 金 １，０００ 

  利 益 剰 余 金 ３，７５３ 

投 資 そ の 他 の 資 産 ２，３１６ 利 益 準 備 金 １２８ 

投 資 有 価 証 券 １４２ その他利益剰余金 ３，６２５ 

関 係 会 社 株 式 ４４４ 別途積立金 ３，７００ 

出 資 金 ６４ 繰越利益剰余金 △７５ 

関 係 会 社 出 資 金 ５６   

長 期 貸 付 金 １，０９５ 評価・換算差額等   ０ 

繰 延 税 金 資 産 ３５６ その他有価証券評価差額金       △２ 

そ の 他 の 資 産 ２２２ 繰延ヘッジ損益        ２ 

貸 倒 引 当 金 △６５ 

  
純 資 産 合 計 ４，７５３ 

資  産  合  計 １３，８２０ 負債及び純資産 合 計 １３，８２０ 
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損 益 計 算 書                               

 

平成２０年４月 １日から 

平成２１年３月３１日まで          （単位：百万円） 

科     目 金    額 

 

２３，０１２ 

 

２０，６５５ 

 

２，３５６ 

 

２，２０９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３６ 

 

１１ 

 

 ８ 

 

 

 

５２ 

 

１４ 

 

 ４ 

 

１４８ 

 

 

 

 

 

 

 

５５ 

 

 

 

 

 

 

 

７０ 

 

 

 

 

 

１０ 

 ３ 

 

   

 

３５６ 

 ６８ 

 ３８ 

 ２０ 

 

１３３ 

 

 

 

      

   １３ 

 

 

 

 

 

 

    ４８２ 

     

   

    １ 

 

  △ ２ 

 

△１１２ 

△３３６ 

 

 

 

△１１３ 

   

売     上     高 

 

  売 上 原 価 

 

売    上   総   利    益 

 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 

 

営 業 利 益 

 

営 業 外 収 益 

 

受 取 利 息 及 び 配 当 金 

 

受   取   賃   貸   料 

 

そ の 他 

 

営 業 外 費 用 

 

支 払 利 息 

 

手 形 売 却 損 

 

そ の 他 

 

経 常 利 益 

 

特     別    利     益 

 

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 

そ     の      他 

 

特     別        損        失 

 

た な 卸 資 産 滅 失 損 

減 損 損 失  

固 定 資 産 除 売 却 損 

  そ      の          他 

 

税  引  前  当  期  純  損  失 

 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 

 

法   人   税   等   還   付  税   額 

 

法 人 税 等 調 整 額 

         

当 期 純 損 失 
 

△２２２ 
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                  株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

 

平成２０年４月 １日から 

平成２１年３月３１日まで     

                       

 

 

 

 

 

 
(単位：百万円)

株主資本 評価・換算差額等 

 利益剰余金 

その他利益剰余金 
資本金 

利益 

準備金 別途 

積立金 

繰越利益 

剰余金 

その他利

益剰余金

合計 

利益 

剰余金

合計 

株主 

資本 

合計 

その他 

有価証券

評価 

差額金 

繰延 

ヘッジ 

損益 

評価・換算

差額等 

合計 

純資産 

合計 

前期末残高 1,000 128 3,700 147 3,847 3,975 4,975 △2 

 

△42 

 

△44 4,931

当期変動額       

剰余金の配当 - - - - - - - - - - -

当期純損失 - - - △222 △222 △222 △222 - - - △222

株主資本以外

の項目の当期

変動額(純額) 

- - - - - - - - 

 

44 

 

44 44

当期変動額

合計 
- - - △222 △222 △222 △222 - 44 44 △178

当期末残高 1,000 128 3,700 △75 3,625 3,753 4,753 △2 2 0 4,753
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個 別 注 記 表 
 

１．重要な会計方針に係る事項 
（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式───移動平均法による原価法 
その他有価証券 
時価のあるもの───決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に 

より処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
時価のないもの───移動平均法による原価法 

（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法 
月次総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく 
簿価切下げの方法により算定） 

（重要な資産の評価基準及び評価方法の変更） 
 たな卸資産 
  通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、月次総平均法による原価法によってお 
  りましたが、当期より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成１８年７月 
 ５日）が適用されたことに伴い、月次総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の 
  低下に基づく簿価切下げの方法により算定）により算定しております。 
 これによる営業利益、経常利益及び税引前当期純損失への影響は軽微であります。 
 
（３）固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産─────定率法。ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物(附属設備を 
（リース資産を除く）  除く）については定額法を採用しております。 

     無形固定資産              ─────ソフトウェアについては、社内利用可能期間(５年間)に基づく定額法を 
（リース資産を除く） 採用しております。 
リース資産 ─────所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については 
           リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお       

ります。 
（会計方針の変更） 

リース取引に関する会計基準の適用 
所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会 
計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第１３号（平成 
５年６月１７日（企業会計審議会第一部会）、平成１９年３月３０日改正）)及び「リース取引 
に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第１６号（平成６年１月１８日（日本公 
認会計士協会 会計制度委員会）、平成１９年３月３０日改正））が適用されたことに伴い、通 
常の売買取引に係る会計処理によっております。なお、リース取引開始日がリース会計基準適 
用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常の賃貸借 
取引に係る方法に準じた会計処理を採用しております。 
これによる営業利益、経常利益及び税引前当期純損失への影響は軽減であります。 

（４）引当金の計上基準 
①貸倒引当金──────売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率 

により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を 
検討し、回収不能見込額を計上しております。 
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②退職給付引当金────従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務 
及び年金資産の見込額に基づき計上しております。なお、退職金制度 
の一部について、適格退職年金制度を採用しております。 

③役員退職慰労引当金──役員の退職慰労金の支出に備えるため、社内規程に基づく当事業年度 
末における要支給額を計上しております。 

（５）ヘッジ会計の方法 
  ①ヘッジ会計の方法 
    為替予約…振当処理によっております。なお、外貨建予定取引については、繰延処理を行っ 
         ております。 
  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 
    ヘッジ手段…為替予約取引 
    ヘッジ対象…外貨建金銭債務 
  ③ヘッジ方針 
    主として、当社内部規程に基づき、原材料輸入に係る為替変動リスクをヘッジしております。 
  ④ヘッジ有効性評価の方法 
    為替予約取引については、ヘッジ対象とヘッジ手段の通貨種別、行使日、金額等の条件が、 
    ほぼ同一であり、相関関係が高いことから、有効性の評価を省略しております。 
（６）消費税等の会計処理方法 

税抜方式によっております。 
 

２．貸借対照表に関する注記 
（１）担保資産 

担保に供している資産 
建物                   １６５百万円 
土地                 ３，１２９百万円 

担保に係る債務 
短期借入金              １，５００百万円 

（２）有形固定資産の減価償却累計額       １，０８４百万円 
（３）保証債務 

債務保証                                   ４３百万円 
子会社である一村上海貿易有限公司の現地金融機関からの借入に対し、債務保証を行って 
います。 

（４）債権流動化による遡及債務             １，０６３百万円 

（５）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権                           ７０４百万円 

長期金銭債権                       １，０９５百万円 

短期金銭債務             ２, ６０９百万円 

 

３．損益計算書に関する注記 

（１）関係会社との取引高 
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     営業取引高 

売上高                           ３，３９７百万円 

仕入高                          ６，９７５百万円 

営業取引以外の取引高  

受取利息                         ２５百万円 

支払利息                      １０百万円 

受取配当金                      ６百万円 

（２）貸倒引当金戻入益は過年度における貸倒引当金の修正による戻入益であります。 

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

（１）発行済株式 

（単位：株） 

株式の種類 前期末株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数 

普通株式 ２，０００，０００ ― ― ２，０００，０００

 

５．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因 

繰延税金資産  

２５６百万円

７５百万円

４９百万円

４０百万円

３２百万円

２７百万円

６百万円

５百万円

４百万円

３百万円

４９７百万円

△８１百万円

繰越欠損金 

退職給付引当金 

ゴルフ会員権 

役員退職慰労引当金 

土地建物減損損失 

未払賞与 

たな卸資産評価損 

出資金評価差額金 

投資有価証券評価損 

未払賞与社会保険料 

繰延税金資産小計 

   評価性引当額 

   繰延税金資産合計 ４１６百万円

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金等 ５百万円

５百万円繰延税金負債合計 

繰延税金資産の純額 ４１１百万円

 

６．リースにより使用する固定資産に関する注記 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース 

契約により使用しております。 

 



- 8 - 

７．関連当事者との取引に関する注記 

（単位：百万円） 

種類 会社等の名称 議決権の所有 関連当事者との関係 取引内容 取引金額 科目 
期末 

残高 

当社商品の販売 織物等の販売(注 1) 3,397 売掛金 239

原材料の買付 
原糸･織物等の仕入 

          (注 1) 
3,325 買掛金 1,018

資金の借入 
利息の支払 

資金の借入 

 3 

932 

 

短期借入金 747

親会社 

 

 

 

 

 

東ﾚ株式会社 

 

 

 

 

 

85.0% 

（被所有） 

 

 

 

     

子会社 

 

 

 

丸一繊維株式会社 

 

 

 

49.0％ 

(直接所有) 

51.0％ 

(間接所有) 

資金の貸付 

 

 

役員の兼任 

原糸の仕入 

資金の貸付(注 2) 

利息の受取(注 2) 

 

342 

60 

 16 

 

買掛金 

短期貸付金

長期貸付金

 

 

51

170

713

加工委託 織物･編物等の加工委託 

(注 1) 

2,718 買掛金 

売掛金 

207

192

子会社 

 

 

 

創和ﾃｷｽﾀｲﾙ株式会社 

 

 

 

64.5％ 

(直接所有) 

18.4％ 

(間接所有) 

資金の貸付 

 

役員の兼任 

資金の貸付(注 2) 

利息の受取(注 2) 

受取配当金 

150  

    9 

    6 

短期貸付金

長期貸付金

 

102

382

子会社 

 

 

 

優水化成工業株式会社 

 

 

 

66.7％ 

(直接所有) 

 

 

資金の運用 

 

 

役員の兼任 

EPS 成形品の仕入 

預かり金の返済（注 2）

利息の支払(注 2) 

 

590 

51 

6 

 

買掛金 

関係会社 

預り金 

 

 59

524

子会社 

 

 

一村上海貿易有限公司 

 

 

100.0％ 

(直接所有) 

 

債務保証 

 

役員の兼任 

銀行借入に対する 

債務保証(注 3) 

 

43 

 

 

    －    －

 

 

 

親会社 

の 

子会社 

東ﾚｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ株式会社 

 

 

なし 

 

 

 

事務所の賃貸 

当社商品の販売

 

 

事務所の賃貸料(注 4)

織物等の販売 

 

 

11 

191  

 

     

売掛金 

 

   

29

 

 

取引条件及び取引条件の決定方針 
(注 1) 販売及び仕入については市場価格を勘案して一般取引条件と同様に決定しております。 
(注２) 利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。 
(注３) 一村上海貿易有限公司の銀行借入金 43百万円（3,000千人民元）に対する債務保証をしております。 
(注４) 賃貸料については市場価格を考慮し双方協議の上決定しております。 

 
８．１株当たり情報に関する注記 
（１）１株当たり純資産額               ２，３７６円３２銭 
（２）１株当たり当期純損失                １１１円１５銭 


